
令和７年度中小企業事業承継
アンケート調査の結果について

富山県商工労働部地域産業振興室経営支援課



調査概要
（H㉙R③同様）

目 的 アフターコロナ、物価高、人手不足等、前回調査（Ｒ３年度）から経
済情勢が大きく変動していることから、改めて、県内企業の事業承継
に係る現状や課題、ニーズ等を把握し、円滑な事業承継の支援につな
げる

【対象企業】 県内中小企業の60歳以上の経営者5,000者を無作為抽出

【有効回答件数】1,621件／5,000件（回答率 32.4％）

【調査方法】 調査対象企業に調査票を郵送

回答は郵送またはオンライン（※オンラインは今回から）

【調査期間】 令和７年９月16日～10月７日

【主な調査項目】

・事業継続の意向

・後継者（後継予定者）の有無
・事業承継の準備状況
・第三者承継（M&A）に対する関心 など 37項目

【調査委託先】 株式会社東京商工リサーチ富山支店

令和７年度 富山県中小企業の事業承継に関するアンケートの概要

（参考）令和３年度の概要
【調査の期間】 令和３年10月27日～11月19日
【有効回答件数】 1,846件／5,000件（回答率 36.9％）
【調査委託先】 株式会社東京商工リサーチ富山支店 1



【経営者の年齢】 【 業 種 】

アンケート回答企業の属性

【従業員数】 【資本金】

59歳以下

4.9%

60歳～64歳

22.0%

65歳～69歳

24.7%

70歳～74歳

21.2%

75歳～79歳

19.2%

80歳以上

8.0%

(n=1,621)

建設業

36.9%

製造業

16.5%
小売業

10.8%

卸売業

7.8%

不動産、物

品賃貸業

6.0%

その他

21.9%

(n=1,621)

0人

16.6%

1～5人

43.4%

6～10人

12.8%
11～20人

9.0%

21～30人

6.4%

31～50人

5.4%

51～100人

3.8%

101～300人

2.1%
301人以上

0.7%

(n=1,621)

個人企業

（個人事業主）

20.0%

1千万円以下

46.5%

1千万円超～

3千万円以下

21.2%

3千万円超～

5千万円以下

7.9%

5千万円超～1億円以下

3.5%

1億円超～3億円以下

0.4%
３億円超

0.6%

(n=1,621)
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今後の事業継続の意向とその理由

◆「事業を継続させたい」企業は約６割。理由は、「従業員の生活を守るため（73.6％）」が最も多い。

◆「廃業したい」企業は約２割。理由は、「息子・娘（親族）に継ぐ意思がない(43.6％)」が最も多い。

◆「まだ決めていない」企業は約２割。理由は、「事業の先行きが不透明（47.2％）」が最も多く、売上高
が減少傾向の企業においてその傾向が強い。

【今後の事業継続の意向】 【「事業を継続させたい」理由（複数回答）】
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事業を継続さ

せたい

57.7%

（前回60.3%）まだ決めてい

ない

23.3%

（前回20.0%）

廃業したい

19.0%

（前回19.7%）

(n=1,549)

【「廃業したい」理由（複数回答）】

73.6%
49.9%

44.5%

37.4%

26.0%

22.2%

22.1%

21.3%

3.6%

従業員の生活を守るため

取引先への供給責任を果たすため

親族・後継者のため

地域・社会に貢献しているため

技術・ノウハウを守るため

債務・借入金があるため

のれん・ブランドを守るため

事業に将来性があるため

現時点でまだ決める必要がない (n=888)

43.6%

41.1%

31.8%

20.7%

16.4%

11.8%

7.5%

6.8%

息子・娘（親族）に継ぐ意思がない

事業に将来性がない

もともと自分の代で終わるつもりだった

適当な後継者（候補者）が見つからない

事業・地域に需要・発展性がない

従業員の確保が難しい

息子・娘がいない

その他

【「まだ決めていない」理由（最近３年間の売上高別）】

後継者難

(n=280)

事業を継続させたい

まだ決めていない

47.2%

35.7%

33.3%

69.3%

27.5%

33.3%

33.3%

21.1%

21.5%

23.8%

28.4%

13.6%

3.9%

7.1%

5.0%

2.0%

全体(n=335)

増加傾向(n=42)

横ばい(n=141)

減少傾向(n=147)

事業の先行きが不透明である
後継者を確保できるかわからない
現時点でまだ決める必要がない
その他

３
年
間
の
売
上
高
別



54.2%

33.2%

23.7%

19.4%

23.3%

20.1%

8.0%

12.1%

19.6%

5.5%

8.8%

15.2%

5.0%

9.4%

11.2%

2.9%

4.5%

1.3%

2.0%

3.9%

4.0%

2.1%

2.7%

1.3%

0.9%

2.1%

3.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

事業を継続させたい(n=861)

まだ決めていない(n=331)

廃業したい(n=224)

人材の確保・育成 販売力強化 事業承継
経費削減 資金調達 設備投資
技術力向上 商品・サービス開発 ITの活用

今後の事業継続の意向と経営課題

◆最も大きな経営課題として「人材の確保・育成」を挙げる企業が多い。

 特に、「事業を継続させたい」企業においてその割合が高い（54.2%）。

◆「廃業したい」企業は、「事業を継続させたい」・「まだ決めていない」企業と比べ、

 「事業承継」（19.6%）、「経費削減」（15.2%）に課題を感じている割合が高い。
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【今後の事業継続の意向別 経営課題（最も大きな経営課題）】

(n=1,416)



「事業を継続させたい」企業（業種・規模・借入金の状況）

◆業種別では、「製造業」において「事業を継続させたい」割合が高い（70.5％）。
◆従業員規模・売上規模の大きい企業ほど、「事業を継続させたい」割合が高い。
◆現在の借入金を「過大と感じていない」企業において「事業を継続させたい」割合が高い（70.4％）が、
「過大と感じている」企業においても、６割超が「事業を継続させたい」と回答している。
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【従業員数別】【業種別】 【売上高別】

売上高
事業を継続させたい

今回（R7） 前回（R3）

500万円以下 12.5% 23.7%

500万円超
1,000万円以下 22.4% 25.0%

1,000万円超
3,000万円以下 33.7% 39.8%

3,000万円超
5,000万円以下 51.7% 60.3%

5,000万円超
1億円以下 70.4% 70.0%

1億円超
3億円以下 75.7% 79.9%

3億円超 88.2% 90.8%

従業員数
事業を継続させたい

今回（R7） 前回（R3）

0人 15.8% 20.5%

1～5人 51.1% 50.4%

6～10人 71.5% 76.4%

11～20人 84.5% 87.2%

21～30人 85.4% 88.1%

31～50人 91.5% 95.0%

51人以上 94.1% 93.9%

主な業種
※有効回答100
以上の業種

事業を継続させたい

今回（R7） 前回（R3）

建設業 55.2% 54.4%

製造業 70.5% 74.5%

小売業 44.7% 47.9%

卸売業 56.9% 60.7%

【

借入過大感 事業を継続させたい まだ考えていない 廃業したい

感じている 62.7% 25.8% 11.5%

感じていない 70.4% 19.9% 9.7%

借入していない 42.6% 23.8% 33.6%

【借入の過大感別】 ※前回調査無し 【収益状況別】

収益状況
事業を継続させたい

今回（R7） 前回（R3）

黒字 67.8% 69.2%

赤字 44.8% 47.7%



「廃業したい」企業（業種・規模・借入金の状況）

◆業種別では、「小売業」において「廃業したい」割合が高い（27.6%）。
◆従業員規模・売上規模の小さい企業において、「廃業したい」割合が高い。特に、従業員数「０人」 （役員

 または経営者のみの企業） 、売上高「500万円以下」の企業は、「廃業したい」が５割を超える。
◆「借入していない」企業において「廃業したい」割合が高い（33.6%）。
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【従業員数別】【業種別】 【売上高別】

売上高
廃業したい

今回（R7） 前回（R3）

500万円以下 55.5% 55.4%

500万円超
1,000万円以下 38.8% 48.3%

1,000万円超
3,000万円以下 36.9% 33.7%

3,000万円超
5,000万円以下 18.8% 15.5%

5,000万円超
1億円以下 8.9% 11.2%

1億円超
3億円以下 5.2% 1.4%

3億円超 1.5% 0.3%

従業員数
廃業したい

今回（R7） 前回（R3）

0人 54.5% 57.2%

1～5人 19.7% 23.7%

6～10人 6.2% 2.7%

11～20人 2.1% 1.0%

21～30人 1.0% 0.0%

31～50人 1.2% 0.0%

51人以上 0.0% 0.0%

主な業種
※有効回答100
以上の業種

廃業したい

今回（R7） 前回（R3）

建設業 22.2% 23.2%

製造業 12.3% 9.7%

小売業 27.6% 30.9%

卸売業 10.3% 19.3%

【

借入過大感 事業を継続させたい まだ考えていない 廃業したい

感じている 62.7% 25.8% 11.5%

感じていない 70.4% 19.9% 9.7%

借入していない 42.6% 23.8% 33.6%

【借入の過大感別】 ※前回調査無し 【収益状況別】

収益状況
廃業したい

今回（R7） 前回（R3）

黒字 13.1% 13.9%

赤字 26.5% 27.7%



決まっている

(予定者がいる)

57.4%

（前回61.7%）

決まっていない

42.6%

（前回38.3%）

(n=1,209)

後継者の決定状況（１）

◆後継者が「決まっていない」企業が、全体の約４割（42.6％）を占めている。（前回：38.3％）

◆後継者が「決まっている」企業の後継者は、「息子・娘」が７割を超える（74.5％）。

◆後継者が「決まっていない」理由は、「後継者が見つからない(37.9%)」、「自分がしばらく続ける
(37.7%)」、「息子・娘（親族）に継ぐ意思がない(31.3%)」が上位となっている。

【後継者の決定状況】 【後継者との関係（複数回答）】

【後継者が決まっていない理由（複数回答）】
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現経営者の年齢層
決まって
いる

決まって
いない

59歳以下(n=69) 20.3% 79.7%

60～64歳(n=304) 48.4% 51.6%

65～69歳(n=312) 59.0% 41.0%

70～74歳(n=258) 64.3% 35.7%

75～79歳(n=189) 65.1% 34.9%

80歳以上(n=77) 77.9% 22.1%

74.5%
8.1%

1.2%

14.9%

3.6%

0.9%

息子・娘

息子・娘以外の親族（配偶者除く）

配偶者

親族以外の役員・従業員

社外の第三者

その他

37.9%

37.7%

31.3%

7.9%

7.5%

6.0%

5.4%

4.2%

10.1%

適当な後継者（候補者）が見つからない

自分がしばらく代表を続けるので、まだ考えていない

息子・娘（親族）に継ぐ意思がない

息子・娘がいない

事業を売却する予定である

後継者候補が若年である

複数の後継者候補がいて決めかねている

（親族以外の）後継者候補はいるが、本人が承諾していない

その他

（前回1位 41.1%）

（前回2位 35.5%）

（前回3位 30.8%）

(n=693)

(n=504)

（前回1位 78.3%）



黒字

61.5%
前回61.3%

赤字

38.5%
前回38.7%

(n=1,441)

後継者の決定状況（２）〔黒字企業〕
◆黒字企業の約４割（39.4％）で、後継者が「決まっていない」。（前回：37.5％）

◆理由としては、 「適当な後継者がいない(40.7％)」、「自分がしばらく代表を続ける(36.6％）」、

「息子・娘（親族）に継ぐ意思がない（27.8％）」が上位３項目。（前回と順位変わらず）

【企業の当期利益状況（黒字、赤字）】 【黒字企業の後継者の決定状況】

【黒字企業の後継者が決まっていない理由（複数回答）】
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決まっている

(予定者がいる)

60.6%

前回62.5%

決まっていない

39.4%

前回37.5%

(n=711)

黒字企業

40.7%

36.6%

27.8%

8.1%

7.7%

7.3%

6.2%

3.7%

9.5%

適当な後継者（候補者）が見つからない

自分がしばらく代表を続けるので、まだ考えていない

息子・娘（親族）に継ぐ意思がない

事業を売却する予定である

後継者候補が若年である

複数の後継者候補がいて決めかねている

息子・娘がいない

（親族以外の）後継者候補はいるが、本人が承諾していない

その他

（前回1位 42.0%）

（前回2位 37.6%）

（前回3位 29.2%）

(n=273)



後継者の決定状況（３）〔規模別・業種別「後継者未定」〕
◆「売上高別」では、1,000万円以下の企業の６割以上が「後継者が決まっていない」。

◆「従業員数別」では、０人の企業（役員または経営者のみの企業）の７割が「後継者が決まっていない」。

◆「主な業種別」では、小売業の「後継者が決まっていない」割合が高くなっている（47.4%）。
※主な業種：100件以上の有効回答があった業種

【従業員数別】 【業種別】【売上高別】

【参考】全体（42.6%）より未定率が高い業種
（有効回答数が少ない業種も含む）
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売上高
後継者が決まっていない

今回（R7） 前回（R3）

500万円以下 80.0% 62.3%

500万円超
1,000万円以下 63.2% 51.1%

1,000万円超
3,000万円以下 54.2% 45.7%

3,000万円超
5,000万円以下 43.7% 44.7%

5,000万円超
1億円以下 39.9% 33.3%

1億円超
3億円以下 36.1% 32.5%

3億円超 31.6% 31.0%

従業員数

後継者が決まっていない

今回（R7） 前回（R3）

0人 73.7% 64.7%

1～5人 42.9% 39.1%

6～10人 37.3% 36.2%

11～20人 37.6% 29.3%

21～30人 26.9% 31.3%

31～50人 34.6% 30.0%

51～100人 36.8% 36.8%

101～300人 48.5% 51.4%

300人以上 44.4% 0.0%

主な業種
後継者が決まっていない

今回（R7） 前回（R3）

建設業 38.3% 37.4%

製造業 41.4% 32.5%

小売業 47.4% 43.5%

卸売業 42.2% 31.2%

不動産、物品賃貸業 57.8% (64件) 専門・技術サービス業 53.6% (56件)

飲食サービス業 57.1% (14件) 小売業 47.4% (116件)

医療・福祉 56.3% (16件) その他のサービス業 43.6% (55件)

※（）内は有効回答数



事業承継の準備の状況

◆事業承継の準備の状況は、「十分、ある程度準備ができている」が43.8％（前回：46.3％）、
 「あまりできていない・できていない」が39.9％（前回：40.6％）、準備状況は前回調査と同水準。
・経営者の年齢が高いほど準備ができている割合が高い （概ね70歳以上）。
・小規模事業者において準備ができていない割合が高い。

【事業承継の準備状況】

【従業員数での比較】

【経営者の年齢での比較】

経営者の年齢や従業員数別の傾向は前
回からあまり変化がない。

小規模な事業者の準備が進んでいない。
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前回
（R3）

十分
できている

ある程度
できている

あまり
できていない

できていない
現時点で
必要性はない

9.0% 37.3% 22.2% 18.4% 13.1%

十分準備で

きている

7.3%

ある程度準備

できている

36.5%

あまり準備で

きていない

22.8%

準備できて

いない

17.1%

現時点で準

備の必要性

はない

16.3%

(n=1,224)

R7十分・ある程度

R3十分・ある程度

R7あまり・できていない

R3あまり・できていない20

30

40

50

60

70

60～64 65～69 70～74 75～79 80～

R7十分・ある程度 R3十分・ある程度

R7あまり・できていない R3あまり・できていない

経営者の年齢（歳）

（％）

R7十分・ある程度

R3十分・ある程度

R7あまり・できていない

R3あまり・できていない

20

30

40

50

60

70

0 1～5 6～10 11～20 21～30 31～50 51～100 101～

R7十分・ある程度 R3十分・ある程度

R7あまり・できていない R3あまり・できていない

従業員数（人）

（％）



事業承継を進めるうえでの課題（複数回答）
◆「取引先との関係の維持」（29.7％）、「後継者との意思疎通」（25.5％）、「経営理念・経営方針の浸透」
（22.7％）、「後継者の養成」（22.6％）を課題として挙げる企業が多いが、特定の課題に偏らず、幅広く分布
している。
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29.7%

25.5%

22.7%

22.6%

18.6%

17.7%

17.6%

16.8%

16.1%

13.1%

10.5%

9.6%

8.7%

7.9%

7.7%

6.7%

6.3%

4.4%

4.0%

6.6%

取引先との関係の維持

本人（後継者）との意思疎通

経営理念・経営方針の浸透

後継者の養成

後継者（候補）の資質・能力の不足

親族・役員・従業員から支持・理解を得ること

相続税・贈与税の負担

金融機関との関係の維持

株式や事業用資産の買収・引き継ぎ

財務状況が良好でないこと（過剰債務等）

経営革新に必要な専門人材の確保

手続きがよくわからない

役員・従業員の士気低下

親族間の相続問題

金融機関との個人保証の免除

事業承継に係る費用（仲介手数料等）

株主から支持・理解を得ること

経営革新のための新規設備投資資金

周囲に知られないよう秘密裏に事業承継を進めること

その他
(n=1,078)

（前回2位 27.1%）

（前回3位 24.5%）

（前回1位 28.0%）

（前回4位 19.7%）



考えている

9.2%

適当な候補者が

いれば検討したい
24.7%

考えていない

66.1%

(n=770)

第三者承継について（検討状況） ※後継者未定企業対象

◆親族・従業員以外の第三者への承継を「考えていない」経営者が全体の６割以上。
 売上高別にみると、売上高の小さい企業ほど「考えていない」割合が高い傾向にある。
◆第三者承継の相手方を検討する際の材料となる情報は、「経営理念や価値観の一致」（52.6％）、「人的
資源や技術力」（46.6％）、「業種」（43.9％）が多く挙げられている。
◆オープンネームによる後継者募集に「取り組んでみたい」経営者は約２割。

【第三者承継の検討状況】
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売上高 考えている
適当な候補者がいれば

検討したい
考えていない

500万円以下 4.6% 13.8% 81.7%

500万円超
1,000万円以下 5.7% 17.1% 77.1%

1,000万円超
3,000万円以下 6.7% 20.9% 72.4%

3,000万円超
5,000万円以下 10.3% 27.6% 62.1%

5,000万円超
1億円以下 13.8% 25.3% 60.9%

1億円超
3億円以下 14.0% 36.8% 49.1%

3億円超 11.5% 33.7% 54.8%

52.6%

46.6%

43.9%

34.0%

32.4%

24.1%

22.5%

7.1%

経営理念や価値観の一致

人的資源や技術力

業種

業界での評判

財務状況

企業規模

地域

その他

【第三者承継の検討材料となる情報（複数回答）】

(n=253)

【オープンネーム※による後継者募集について】
積極的に取り組ん

でみたい

3.7%

多少の不安はあ

るが取り組んでみ

たい

19.2%
不安や懸念があり、取り

組むのは難しい

77.1%

(n=245)

※オープンネーム：

事業者名や所在を
公表して後継者募集
を行うこと



Ｍ＆Ａについて（関心の有無、課題）

◆M＆Aに、「関心がない」・「あまり関心がない」と答えた経営者が全体の８割以上（R⑦84.6％、R③81.3％）。
後継者未定企業の方が「関心がある」割合が高いが、前回よりも割合が低下した（R⑦22.6％、R③27.5％）。
◆課題としては、 「取引先との関係(36.7%）」、 「親族・役員等の理解(32.9％)」が３割を超える。（R③と同じ）

【Ｍ＆Ａの課題（複数回答）】

【M&Aへの関心】 【Ｍ＆Ａへの関心（経年比較）〔全体/後継者未定企業〕】
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関心がある

15.4%

あまり関心

がない

29.3%

関心がない

55.3%

(n=1,168)

17.2%

18.7%

15.4%

23.6%

27.5%

22.6%

82.8%

81.3%

84.6%

76.4%

72.6%

77.4%

H29全体

R3全体

R7全体

H29後継者未定

R3後継者未定

R7後継者未定

関心がある 関心がない・あまり関心がない

36.7%
32.9%

20.3%
18.2%

16.8%
15.6%
15.4%

14.6%
13.9%

13.3%
12.1%

10.2%
8.3%

9.8%

取引先との関係を維持すること

親族・役員・従業員から理解を得ること

信頼できるＭ＆Ａ仲介会社の選定

金融機関との関係を維持すること

Ｍ＆Ａに対する心理的な抵抗感

適正な売却価格の算定が難しい

買い手企業を見つけることが難しい

判断材料としての情報が不足している

自社の株主から理解を得ること

手法・手続面の知識が不足している

仲介会社に支払う手数料が高い

情報漏洩や信用力低下等が懸念される

相談先がない

その他
(n=833)

（前回2位 35.7%）
（前回1位 37.4%）



その他【相談先、利用したい施策】
【事業承継について相談している先、今後相談してみたい先（複数回答）】

【事業承継に関して利用したい施策（複数回答）】

◆税理士が「相談している先」（49.3％）
「今後相談してみたい先」（32.0％）の両
方でトップ（前回同様）

◆「相談している先」と「今後相談してみ
たい先」とを比較し、伸びが大きいのは、
「富山県事業承継・引継ぎ支援セン
ター」（4.1%→14.7％）

◆セミナーや税関連施策（特に事
業承継税制）へのニーズが高い
傾向は前回と同じ。
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49.3%
34.3%

31.0%

20.4%

19.6%

12.6%

7.9%
4.1%

3.6%

2.9%

2.4%
1.6%

0.8%

1.6%
11.3%

32.0%

19.9%

14.4%

15.5%

20.1%

10.3%

13.3%

14.7%
10.2%

5.3%
5.5%

8.3%
2.7%

2.0%

17.6%

税理士

役員、従業員

親族

取引先金融機関

他社の経営者

公認会計士

商工会議所・商工会

富山県事業承継・引継ぎ支援センター

経営コンサルタント

中小企業診断士

弁護士

国・県・市など公的機関

ファイナンシャルプランナー

その他

相談しない

相談している先(n=988)

今後相談してみたい先(n=715)

（前回1位 50.5%）

（前回1位 30.5%）

6.6%

6.1%
6.8%

13.3%

9.7%

11.6%
18.1%

16.1%

23.5%
25.4%

30.2%

25.9%

3.7%

4.1%

5.8%

7.5%
8.0%

8.9%

10.6%

14.6%
15.9%

16.2%
18.2%

18.6%

23.4%

25.7%
27.7%

事業承継マッチングサイトによる後継者募集（R7のみ）

専門家派遣（資産・負債状況調査）

関係機関のネットワークによる相談支援体制の充実

専門家派遣（事業承継計画の策定等）

事業承継前の企業価値向上に対する支援(R7のみ）

事業承継公的相談窓口での相談

Ｍ＆Ａ（事業売却等）支援

事業承継の費用に対する低利融資

後継者（引継ぎ）の仲介支援

相続税対策等の情報提供・勉強会

事業承継後の新たな取組や経営の安定化に対する支援（R7のみ）

経営者向け事業承継に関するセミナー

事業承継の費用に対する一部助成

後継者向けの勉強会・セミナー

事業承継税制

R7 R3

(R⑦：n=813)
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